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健康福祉局が所管する外郭団体の平成 26 年度年次計画(案)について 
 
本市では、平成 16 年度から｢特定協約団体マネジメントサイクル｣を導入し、「特定協約団体」

と位置付けた外郭団体と協約を締結し、団体の主要な経営目標を定め、協約期間終了時に達成状

況を振り返り、次期協約へ反映させています。 

現行の第 3 期協約（平成 23 年度から 25 年度）が今年度末で終了するため、各団体の平成 26

年度の経営目標を定める平成 26 年度年次計画について、当局所管の４団体が案を策定しました

ので御報告します。 

平成 26 年度年次計画は、3 月末までに確定、公表し、4月から目標の達成に向けて取組を進め

ます。 

 

 

１ 対象団体 
 
(1)  公益財団法人 寿町勤労者福祉協会 

(2)  公益財団法人 横浜市総合保健医療財団 

(3)  社会福祉法人 横浜市社会福祉協議会 

(4)  社会福祉法人 横浜市リハビリテーション事業団 

 

２ 平成 26 年度年次計画(案)について 
 
 26 年度は、外部の専門家による審議会等を新たに設置し、現在の｢特定協約団体マネジメン

トサイクル｣を見直すことを検討しているため、中期的な協約ではなく、単年度の年次計画と

して策定します。 

 そのため、平成 26 年度年次計画の構成や目標項目については第 3 期協約と同様とし、昨年

12 月に御報告した「第 3 期協約の中間評価」等の結果を踏まえて、外部の専門家である監査法

人による確認を経た上で、目標の水準のみを変更することを基本としています。 

 

３ 各団体の平成 26 年度年次計画(案)の目標について 
 

  外郭団体の協約では、次の 3つの視点に関する目標をそれぞれ 1 つ以上盛り込むこととして

おり、平成 26 年度年次計画(案)でも同様としています。 

① 公益的使命の達成 （主要な公益的事業に関する指標などを設定）  

② 財務の改善 （歳入確保と歳出削減に関する指標などを設定） 

③ 業務・組織の改革 （運営の効率化や、固有職員の人材育成・積極登用などを設定） 

 

（１）公益財団法人 寿町勤労者福祉協会 

目標内容 視点 

1 
寿町総合労働福祉会館の利用者の増加を図るため、参加者目標を年間

120 人以上、利用満足度を 80％以上とします。 

公益的使命

の達成 

2 寿町勤労者福祉協会診療所の収支改善に取り組みます。 財務の改善

3 正規職員の給与水準を、平成 22 年度を基準として 8％以上減額します。 
業務・組織

の改革 4 
第３期協約で達成した役員数８名以下並びに適正な執行体制を維持しま

す。 
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（２）公益財団法人 横浜市総合保健医療財団 

目標内容 視点 

1 
横浜市総合保健医療センター診療所の短期入所病床割合 20％を維持
しつつ、入所稼働率 98％を確保し、認知症診断・認知症外来数 4,000
人以上を確保します。 

公益的使命
の達成 

2 
介護老人保健施設の短期入所受入れ割合 10％を維持し、入所稼働率
98％を確保します。 

3 

精神障害者支援施設の延べ利用者数については、第３期協約で達成し
た平成 21 年度比 20%増の水準を維持します。また、平成 25 年度に受
審した福祉サービスの第三者評価でＡ評価が得られなかった項目に
ついて、改善に取り組みます。 

4 収支比率 100%以上を維持します。 財務の改善

5 
人材育成のための積極的な外部研修への派遣・参加について、第３期
協約で定めていた平成21年度比 20%以上増に引き続き取り組みます。
また、固有職員の管理職 22 名を維持します。 

業務・組織
の改革 

（３）社会福祉法人 横浜市社会福祉協議会 

目標内容 視点 

1 
地域ケアプラザ共通の課題の解決に取り組み、市内全地域ケアプラザ
の運営支援につなげます。 

公益的使命
の達成 

2 
地域の実情把握と評価を行う地域アセスメントシート等を全地区社
協の地域で作成し、地区ボランティアセンターを４地区でモデル設
置・運営します。 

3 
福祉保健人材の確保・定着事業を推進し、事業参加者数 800 人以上、
研修受講者満足度 95％以上にします。 

4 
権利擁護事業契約数を 650 件以上とし、障害者後見的支援制度を 14
区で実施します。 

5 
経常収支差額を△3,000 万円、長期借入金を 130 億円以下に縮減しま
す。 

財務の改善

6 
第３期協約で管理職ポストの固有職員への転換は達成しているため、
現状を維持し、固有職員の人材育成を充実します。 

業務・組織
の改革 

（４）社会福祉法人 横浜市リハビリテーション事業団 

目標内容 視点 

1 
ニーズに応じた発達障害児へのサービスの拡充と、幼児の初診受診ま
での期間３か月を維持し、更なる短縮に努めます。 

公益的使命
の達成 

2 
高次脳機能障害者支援のための地域ネットワークへの支援を強化し
ます。また、横浜ラポールでは、障害者のスポーツ・文化活動を推進
する団体の基盤強化に向けたネットワークを拡大します。 

3 
横浜市総合リハビリテーションセンター診療報酬収入を、平成 24 年
度実績から 400 万円以上増やします。 

財務の改善

4 全階層必修の研修を継続実施し、事業団独自の人材育成を行います。 
業務・組織

の改革 

 

 

４ 添付資料  
 

・ 各団体の平成 26 年度年次計画（案） 










































